
 

 

介護支援専門員の研修体系フロー図　（研修受講の参考としてください。）
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対　象　者 時間数 受講地(原則) 実施主体 開催日 受講料
(別途ﾃｷｽﾄ代徴収)

受付開始

介護支援専門員実務研修受講試験合格者
当面実務に就く予定のない者は、実務に就く時に受講してもよ
い。
但し、実務研修は１年に１度の開催のため、計画的に受講するこ
と。

87時間以上
(15日間)

当該試験受験地の
都道府県

徳島県社会
福祉協議会

令和6年12月～
令和7年3月

44,000円 受講試験合格
発表時

(2)専門研
修課程Ⅰ

実務に就いて６ヶ月以上の者 56時間以上
（8日間）

登録都道府県 徳島県社会
福祉協議

令和6年7月～8月 28,000円 令和6年4月中旬

(3)専門研
修課程Ⅱ

実務に就いて３年以上の者 32時間以上
（4日間）

登録都道府県 徳島県社会
福祉協議会

令和6年8月～9月 16,000円 令和6年4月中旬

①登録後５年以上実務に従事したことがない者
②実務経験はあるが、その後実務に従事する予定がないとして
更新を行わなかった者等で、実務経験後５年を経過する前に再
度実務に従事するため介護支援専門員証の交付を受けようとす
る者
また、実務研修修了後、相当の期間を経過した者で、受講を希望
する者

54時間以上
(9日間)

登録都道府県 徳島県社会
福祉協議会

令和6年12月～
令和7年3月

27,000円 令和6年10月中旬

次の①又は②に該当し、介護支援専門員証の有効期間が１年以
内に満了する者

①介護支援専門員証の交付を受けてから、その有効期間が満了
するまでに実務に従事したことがない者（実務未経験者）

②-1有効期間内に実務に従事している（いた）者で介護支援専門
員証を初めて更新する者（実務経験者）
　※内容は専門研修課程Ⅰ及び課程Ⅱと同じ

②-2更新後の有効期間内に実務に従事している（いた）者で介護
支援専門員証の更新２回目の者
但し、前回の更新で「再研修」又は「実務未経験者更新研修」を修
了 した場合は、専門(更新)研修課程Ⅰ及び課程Ⅱを受講が必要

①
54時間以上
(9日間)

②-1
88時間以上
(12日間）

②-2
32時間以上
(4日間)

登録都道府県 徳島県社会
福祉協議会

①
令和6年12月～
令和7年3月

②-1
令和6年7月～9月

②-2
令和6年8月～9月

①
27,000円

②-1
44,000円

②-2
16,000円

①
令和6年10月中旬

②-1
令和6年4月中旬

②-2
令和6年5月中旬

○　(1)～(5)の研修に関する日程・申込み等に関しては、徳島県社会福祉協議会（電話０８８－６５４－８３８３）へお問合せください。
○　時間数については、ｅラーニング動画視聴時間及び演習時間のおおよその合計になります。日数については、zoomや会場集合など、受講日時を指定する日数の合計になります。
○　(5)更新研修について、(2)(3)を受講すると(5)②を受講したこととします。
　　 なお、(2)(3)(5)②の研修について、課題提出等により、修了日は開催日のおおよそ3か月後となります。
○　実務経験者は、介護支援専門員を必置とする事業所及び介護保険施設等でのサービス計画の作成者及び指定居宅介護支援事業所の管理者（兼務を含む）として従事した者を
　 いいます。経験期間は、サービス計画の作成等に従事していれば経験の多寡は問いません。

令和６年度 介護支援専門員 研修予定一覧表

研修内容

(1)実務研修

現
　
任

(4)再研修

(5)更新研修



研修内容 対　象　者 時間数
受講地
(原則)

実施主体 開催日
受講料

(別途ﾃｷｽﾄ
代徴収)

受付
開始

(6)主任介護
支援専門員
研修

介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する介護支援専門員とする。
具体的には、主任介護支援専門員としての役割を果たすことができる者を養成する観点から、居宅サー
ビス計画書等を提出させることにより、研修実施機関において内容を確認し、利用者の自立支援に資す
るケアマネジメントが実践できていると認められる者のうち、以下の①から④のいずれかに該当し、かつ
「介護支援専門員専門研修課程Ⅰ及びⅡ」又は、「介護支援専門員更新研修課程Ⅰ及びⅡ」を修了した
者であって、主任介護支援専門員研修受講者選考委員会が受講を決定した者とする。

①　専任(常勤専従)の介護支援専門員として従事した期間が通算して５年（６０か月）以上である者(ただ
し、居宅介護支援事業所の常勤の管理者との兼務のみ期間として算定可。)
②　ケアマネジメントリーダー養成研修を修了した者又は認定ケアマネジャーであって、専任(常勤専従)
の介護支援専門員として従事した期間が通算して３年（３６か月）以上である者(ただし、居宅介護支援事
業所の常勤の管理者との兼務のみ期間として算定可。)
③　介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号のイの(３)に規定する主任介護支援専門員に準ずる者と
して、現に地域包括支援センターに配置されている者
④　介護支援専門員の業務に関し十分な知識と経験を有する者であり、次の要件のいずれかに該当す
る者
　ア　介護支援専門員として従事した期間が通算５年（６０か月）以上であって、徳島県が実施する介護
支援専門員資質向上事業の研修講師を継続して務めている者
　イ　介護支援専門員の資格を有する者で、市町村が設置する介護保険関係の相談窓口において、地
域の介護支援専門員からの相談・支援等の業務に５年（６０か月）以上従事した経験があり市町村長が
特に推薦する者

70時間以上
(9日間）

登録都道
府県

徳島県介
護支援専
門員協会

令和6年9月
～11月

35,000円 令和6年6月

(7)主任介護
支援専門員
更新研修

事前に提出された指導事例の指導経過等について、研修実施機関において内容を確認し、主任介護支
援専門員の業務に十分な知識と経験を有すると認められる者のうち、以下の①～⑤までのいずれかに
該当する者であって、主任介護支援専門員の有効期間がおおむね２年以内に満了する者とする。

①介護支援専門員に係る法定研修の企画、講師やファシリテーターの経験がある者（令和元年度から令
和５年度の間に実施された法定研修で２回以上指導した経験を有する者）
②地域包括支援センターや職能団体等が開催する法定外の研修等に、主任介護支援専門員研修を受
講した翌年度以降、各年度４単位以上参加した者
※令和元年度及び令和２年度、もしくは令和２年度及び令和３年度の法定外研修受講については、両年
度で８単位以上取得していることを条件に、受講申込を受け付ける。
③令和５年度徳島県介護支援専門員実務研修の「ケアマネジメントの基礎技術に関する実習」を受講す
る実習生の指導を主担当した実習指導者
④日本ケアマネジメント学会が開催する研究大会等において、演題発表等の経験がある者
⑤日本ケアマネジメント学会が認定する認定ケアマネジャー

46時間以上
（7日間）

登録都道
府県

徳島県介
護支援専
門員協会

令和6年5月
～7月

23,000円 令和6年4月

令和６年度 主任介護支援専門員 研修予定一覧表

○　(6)(7)の研修に関する日程・申込み等に関しては、徳島県保健福祉部長寿いきがい課 介護支援担当（電話０８８－６２１－２２４７）へお問い合せください。
○　時間数については、ｅラーニング動画視聴時間及び演習時間のおおよその合計になります。日数については、zoomや会場集合など、受講日時を指定する日数の合計になります。
　　 なお、課題提出等により、修了日は開催日のおおよそ3か月後となります。
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